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上場維持基準への適合に向けた計画に基づく進捗状況 

及び計画期間の変更について 

 

当社は、2021 年 12 月 24 日にスタンダード市場の新市場区分の上場維持基準に向けた計画書（以下、計

画書）を提出し、その内容について開示しております。2023年 3月 31日時点における計画の進捗状況等及

び計画期間の変更について、下記のとおり作成いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況の推移及び計画期間 

当社の 2023 年 3 月 31 日時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、以下のと

おりとなっており、流通株式数、流通株式時価総額及び流通株式比率については基準を充たしておりま

せん。当社は当初の計画期間を延長し、いずれの基準も 2025年 3月末までに上場維持基準を充たすた

めの各種取り組みを進めてまいります。 

 

 
株主数 

（人） 

流通株式数 

（単位） 

流通株式時価総額 

（億円） 

流通株式比率 

（％） 

当社の適合状況

及び推移（※） 

2021年 6月末

時点 

480人 1,943単位 12.7億円 22.4％ 

適合 不適合 適合 不適合 

2023年 3月末

時点 

564人 1,976単位 9.8億円 22.8％ 

適合 不適合 不適合 不適合 

上場維持基準 400人 2,000単位 10億円 25％ 

計画書に記載した計画期間 ― 2024年 3月末 ― 2024年 3月末 

変更後の計画期間 ― 2025年 3月末 2025年 3月末 2025年 3月末 

※ 当社の適合状況は、株式会社東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を

もとに算出を行ったものです。 

 

 

 

 



２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価（2021年 12月から 2023年 3月） 

当社は、2021 年 12 月 24 日に計画書を公表し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現に向

けて、必要な資本政策を適切に実施していくとともにコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るこ

とが株主をはじめとしたすべてのステークホルダーの期待に応えることであると認識しており、これら

の施策を継続的に実施していく方針のもと、法人株主等と株式の流動性向上に関する対話を進めていく

とともに、より多くの投資家の皆様に当社株式への投資を検討していただくためにパブリシティ活動を

通して当社の提供する各種ソリューションサービスを積極的に紹介するなどＩＲ活動の推進・強化によ

る情報発信の充実を図り、当社株式の認知度の向上を促進することで投資家層の拡大に努め、スタンダ

ード市場の上場維持基準の適合に向けて取り組んでまいりました。 

この結果、一部法人株主等が保有する当社株式の売却が進み、法人株主等の保有比率は 46.7％（算出

基準日：2021年 3月 31日）から 43.2％（算出基準日：2023年 3月 31日）へ減少しました。また、よ

り多くの投資家の皆様に当社株式への投資を検討していただくために、自社サイトにおいて当社の事業

内容等の情報提供を進め、各種ソリューションサービスを積極的に紹介するなどＩＲ活動の推進・強化

による情報発信の充実を図りましたが、株価の低迷もあり、流通株式数、流通株式時価総額及び流通株

式比率の基準適合には至りませんでした。 

 

３．上場維持基準に適合していない項目のこれまでの状況を踏まえた今後の課題と取り組み内容 

（１）今後の課題 

流通株式時価総額は、時価総額と流通株式比率で構成されておりますが、この基準を満たすため

には、株価の上昇と流通株式数の増加が必要となります。株価の上昇には企業価値を向上させると

ともに、株式市場において適正な評価を得ること、また、流通株式数の増加には、法人株主等と株

式の流動性向上に関する対話を実施していくことが課題であると認識しております。 

（２）取り組み内容 

当社は、企業価値の向上と株式の流動性を高め、投資家の皆様に投資しやすい環境を整えていく

ために以下の取り組みを進めてまいります。 

①当社の強みであるＩＣＴの専門スキルを持った営業・システムエンジニア・カスタマーエンジニ

アのトータルサポート力により、新しいデジタルビジネスの市場を拓き、各種ソリューションサ

ービスを提供してまいります。 

②株主の皆様への安定的な利益還元を図るとともに、財務体質の強化と積極的な事業展開に努めて

まいります。 

③パブリシティ活動を通して当社の提供する各種ソリューションサービスを積極的に紹介するなど

ＩＲ活動の推進・強化による情報発信の充実を図り、当社株式の認知度の向上を促進することで

投資家層の拡大に努めてまいります。 

④株主構成と株式の流動性のバランスを総合的に勘案しながら、その他流動性の向上に資する施策

に取り組んでまいります。 

 

４．当初の計画内容から計画期間を変更した理由 

当社では、「２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価（2021年 12月から 2023

年 3月）」に記載の取り組みにより、流通株式数、流通株式時価総額及び流通株式比率の基準適合を計画

しておりました。引き続き、上記取り組み内容を継続し、各基準への適合を図ってまいりますが、株価

の動向等を考慮しつつ、株式の流動性向上に資する施策に取り組んでいくには、今後も相応の期間を要

すると考えているため、計画期間を 2025年 3月末に変更することといたしました。 

 

以 上 

 


